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まえがき

株式会社三韓コンサルタンツは､社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会の補助により

平成9年9月28日から10月11日にわたって,ネパール王国中部･西部地域における農業農村

開発のためのプロジェクト･ファインデイング調査を実施した｡

ネパール王国はインド,中国に囲まれ､国土面積141,181km2､人口1,849万人の内陸国であ

る｡主要産業は農業であり,国土の18%にあたる265万baが耕地として利用されている｡また､

国民の約80%が農業に従事しており,国民糸生産の約40%は農業生産が占めている｡現在､ネ

パールでは第8次国家経済開発計画(1992-1997)に基づいて,持続的経済成長､貧困軽減､

地域間格差の是正を目標とした施策を展開している｡

本調査対象地域である中･西部地域はネパール国の中でも開発の遅れた丘陵･山岳地域であ

る｡基幹産業である農業においては,天水に依存した不安定な営農を続けざるを待ず,生産性

がきわめて低い｡また,道路など社会基盤の整備も立ち遅れており,農村住民は劣悪な環境の

中で貧困生活を余儀なくされているのが実状である｡このため､本地域における農業の集約･

多様化促進,農業･社会基盤整備事業の展開が急務とされている｡ネパール政府はこのような

状況を貯まえ,日本政府による農業･農村整備に係る技術的かつ経済的な援助を期待している｡

本調査では関係諸機関との協議､現地調査と情報収集を実施し､同地域における稔合的な農業･

農村開発計画策定のための養育をおこなうものである｡

本プロジェクト･ファインデイング調査報告書がネパール国中･西部における農業農村開発

を実現するための一助となることを望むとともに､現地調査にあたり御協力いただいた関係者

各位に謝意を表する次第である｡

平成9年10月

株式会社 三砧コンサルタンツ

取締役社長 久野 格彦
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ネパール中部小規模かんがい事業計画

1.事業の背景

1. 1.国家の政策

ネパール王国は典型的な農業国であり､人口1,849万人(1991センサス)の90%

が農民およびその家族であり､ GDPの約4割を農業生産が占めている｡ネパール政

府は第8次国家経済開発計画(1992-1997)においても､農業政策を最重点項目と

する基本戦略を掲げ､国家開発投資配分計画額の20%余りを投入して､農業生産性

の年率3.7%増を図っている｡この農業部門の成長によって実質GDPの成長率を年

率5.1%とする目標を定めている｡

民間を含む総投資額の配分

(総額1.703億ルピー)

農業

金融･不動産

電気･ガス･水道

輸送･通信

25.8%

19.5%

16.2%

15.3%

製造業･鉱業

社会事業

観光

建設

この国家経済開発計画の主要目標は下記の3点に集約される｡

一持続的経済成長

一貧困の軽減

一地域的格差の是正

8.8%

7.6%

3.8%

3.0%

さらに､この計画では投資を優先的に配分すべき分野として下記の1 0項目が挙げ

られている｡

①農業の集約化･多様化

(参農村インフラ整備

③雇用の創出･人的資源の開発

④人口増加の抑制

⑤エネルギー開発

⑥工業･観光業振興

(診検出振興･多様化

⑧マクロ経済均衡

⑨行政改革

ト1



⑩事業管理評価体制の強化

この中においても農業に係わる投資と政策的優先度が一体的に実施されようとし

ていることが解る｡

1. 2.農業の概要

1. 2. 1.農業の地位

地下鉱物資源に恵まれなく､周囲をインド･中国に接している内陸国のネパールに

おいては､ヒマラヤ観光を中心とする観光産業を除いて農業以外に見るべき頼るべき

産業は今の所ない｡

1991年現在､国民の81%が農業に従事し､国民の90%が農村部に居住している｡

国民総生産に占める農業の割合は､ 1981年には61%であったものが次第に低下傾向

にあっても尚､ 1994年で42%を占めている｡

輸出入に占める農産物の割合を見ると､ 1994年現在で輸出額の10.7% (1,631.4

百万ルピー)､全輸入額の11.9% (5,149.3百万ルピー)となっており､農業国であり

ながらも農産物の輪入額が輸出額に対し2倍近くあることが注目される｡

1. 2. 2.農業の構造

ネパールの国土面積は､日本の本州の約8割の大きさの141,181平方キロメートル

で､東西に約885キロメートル､南北の幅は約200キロメートルであり､東西に細

長い国である｡土地利用状況は,もっとも多いのは森林で､次いで耕地､放牧地の順

となっている｡耕地面積は265万3,300ヘクタールで全土の18%を占めている｡ネ

パールは､気候.地形､標高などにより､山岳､丘陵､テライ平野の3つの生態的地

帯に大別される｡農業生産にっては､丘陵とテライ平野の両地帯において行われ､山

岳地帯は自給程度の食料生産と家畜の放牧地として土地が利用されている状況にあ

る｡

1. 2. 3.経営規模

1991年の農業センサスでは､農家戸数は約274万戸であり全体の約半数は丘陵地

帯に居住している｡最近は山岳地帯から丘陵地帯､テライ平野への移住者が増加傾向

にある｡全農家の70%は1.0ヘクタール以下の小規模経営で､農家一戸当たりの所有

Ⅰ･2



面積の平均は0.95ヘクタールであるが､全体の89.1%が2.0ヘクタール以下となっ

ている｡

1. 2. 4.かんがい施設

かんがい施設のある耕地面積は､ 1991年現在で883千ヘクタールであり､耕地面

積の約3分の1にあたる｡かんがい施設のうち､約77%が水路による表流水かんが

いであり､約11%が井戸水かんがいである｡しかしながら､表流水かんがい面積682

千ヘクタールのうち年間かんがいが可能であるのは246千ヘクタールでありかんが

い可能面積の36%にすぎない｡

一方､ 1995年に国家計画委員会から発表されたA P P(Agriculture Perspective

Plan)によると､かんがい開発に関しては詳細な情報､データが正確には未だ明ら

かにされていないとしつつも､次のように言及している｡

a.全国で､かんがい可能面積は220万ヘクタールと見積もられ､これはテラ

イ平野地帯の全耕地の9 0 %､丘陵､山岳地帯の各々30%､ 26%がかんが

い可能とされている｡

b.このうち､開発された施設がカバーする面積は110万ヘクタールであるが､

実際のかんがい面積はこれの70%であり､このうちの38%が通年かんが

い可能となっている｡ (このデータは､前述した内容とほぼ一致する｡ )

c.表流水によるかんがい面積は92万ヘクタールであり､このうちの26%が

水資源省かんがい局が管理する施設である｡テライ平野地帯における地下

水かんがい面積は約17万ヘクタールで､このうち75%が農民の管理する

浅井戸である｡なお､深井戸はかんがい局管理となっている｡.1993年ま

でに400の深井戸､ 37,000の浅井戸がテライ平野地帯で設置されたと報

告されている｡

1. 2. 5.農業政策

現在､ネパールでは第8次経済開発計画を指針として政策が行われている｡計画の

3本柱は､ ①持続可能な経済成長､ ②貧困の軽減､ ③地域間の格差是正､となってお

り､農業国ネパールにとっては､いずれも農業部門を無視しては達成されない目標で

ある｡

第7次計画までの農業政策の重点は､どちらかと言えば､伝統的主穀生産増強政策

であった｡第8次計画においては､これと異なり､農業生産の多様化と土地利用の高

度化を目指している｡即ち､農業を自給自足的段階から徐々に交換経済に移行させ､

これにより農民所得を向上させ､食料安全保障の問題に対しても主穀の国内流通が商

業的に成立しえる体制を作ることにより解決しようとしている｡第8次計画の主要施

Ⅰ･3



策目標は次の5点である｡

①地勢的特性に基づいた農業生崖の向上により､国民経済に寄与すること｡

②農業生産､生産性の増大･強化により､国内食料需要に対応すること｡

③農産工業の発展に対応した原料供給を可能ならしめるよう､原材料生産､

生産性の増大･強化を行うこと｡

④小農､限界農に対し雇用機会を創出すること｡

⑥農業開発と環境保護との間に平衡を保つこと｡

以上のように農業分野においてもできるだけ経済原則に添った政策をとろうとし

ており､生産､流通場面への政府の介入を次第に減少させようとしている｡

1. 2. 6.農業所得

賃金に関しての統計資料が整備されていないので他産業との比較はしにくいが､生

産者米価が1 0円程度と非常に低く押さえられていることから､農業生産者の農業所

得は低いものとなっている｡例えば､農家1戸当たりの平均所有耕地面積をo.95ヘ

クタール(耕地面積-水田面積とする｡ )とし､米の平均単収を2.0 t/baとする

と､農家l戸当たりの年平均祖収入は2,000kgX 1 0円×0.95ha-19,000円(9,500

ルピー)となるが､カトマンズでの平均的公務員の月給4,000ルピー程度と比較して

も､
･相当低収入であり､農家のかなりの数が小作農であることや､ネパール農業が気
候の変動に大きく影響を受けることを考えると､一般的な農家は貧しい生活を余儀な

くされていることは容易に想像がつく｡

1. 2. 7.流通制度

カトマンズを中心とする首都圏すなわちカトマンズ盆地は､基本的に世界市場に組

み込まれており､住民をはじめ観光客等の需要に対して必要な物資､サービスを供給

する施設が整っている｡しかし､首都圏の人口はネ/トルの総人口の1 0 %に充たず､

国土全体への輸入物資の供給の基地としての機能も､またネパール産品の持出のため
の集荷基地としての機能も十分に備えていない｡さらに､周辺地域の産品を首都圏に

有効に供給するシステムも未整備であり､むしろ外国からの輪入に頼る傾向が強まっ

ている｡その原因の第1は､道路をはじめとする社会インフラ整備の遅れにある｡

一方､全人口の4 5 %強が居住するテライ平野地域は､経済的には北インドと密接

に結びついており､物流もインドとの間で双方向的にみられるが､一般には工業製品､

農産加工製品等がインド側から流入し､農産物がネパールから流出する傾向が強い｡

テライ平野地域は輸送網が比較的整備されているので､物流はインドとの流通と共に､

域内流通も盛んである｡

これに対して､全人口の4 5 %前後が居住する山地では､流通の制度は著しく未整

Ⅰ･4



備である｡小規模な商店や市はみられるが､輸出のための集荷機能は未発達で域内流

通にとどまっており､物流はほとんど南(テライ平野)から北(山地)ヘ一方的に流

れているのが現状である｡

こういった物流停滞の原因としては､基礎的インフラの未整備の他に､山地村落で

有望な商品的産品の開発が不十分であること､有能な交易の担い手が存在しないこと

等が挙げられる｡このような､現状を打破するためには､地域の総合的な開発の拠点

形成が必要であり､そこを中心として域内交易の活発化を図るとともに､域外､とり

わけ南方の市場を対象として､山地の特性を生かした産品の開発とその集荷･流通シ

ステムの整備を行うことが必要である｡

1. 3.事業の背景

ネパール国は農業政策を最重点項目とする経済開発計画を掲げ､持続的経済成長､

貧困の軽減､地域的格差の是正を目指している｡これを実現するためには､農業生産

性の向上が必要であり､具体的には､単位収量の増加､換金作物の導入､流通インフ

ラの整備等が必要となる｡ここで､ネパール国の営農状況を見ると､耕地面積はテラ

イ平野が全耕地面積の41%､丘陵地域が50%､山岳地域が9 %であり､かんがい率

はテライ平野で耕地面積の43%､丘陵地域で24%となっている｡このように､丘陵

地域は全耕地面積の1 /2を占めているにもかかわらず､かんがい率は非常に低く､

天水による不安定な農業を行っているといえる｡ネパール国の農業の底上げを考えた
場合､まず､丘陵地域の生産性向上について検討する必要がある｡

本事業の計画地区であるシンズリ郡は､テライ平野から約20km程度北方の丘陵地

域に位置している｡ (図-1参照)

現地調査の結果､農地のかんがい率は丘陵地域の全国平均24%よりも低いと推察

され､一部では河川から取水･配水を行っている地区もあるが､構造物は貧弱であり､

乾期には河川水が潤れてしまう状況であるため､主に天水に頼る不安定な営農を強い

られている｡この状況を改善するためには､丘陵地であるという地形的特徴に配慮し

て､小さい範囲をカバーする小規模なかんがい設備群(渓流取水､ため池､小規模ダ

ム等)を数多く作り､かんがい面積を増やしてゆくことが適当である｡

また､この地区の道路状況は非常に悪く､テライ平野地域へ行くためには数カ所に

おいて河川内を横断する必要があるため､雨期の河川水が多い時期には完全に孤立す

る事になる｡この種なことから､流通は地域内のみに限られるため盛んであるとは言

い難い｡この地域に､日本の無償援助による国道建設事業がスタートしたのは1997

年であり､ 2003年にはテライ平野のパルディバスからシンズリバザールを経由して

カトマンズに至る国道が完成する予定である｡この道路の完成により､シンズリ郡の

流通は大きく変わることとなり､国道までのアクセス農道を整備すれば域外のマ-ケ
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ツトに大量に出荷する事も可能となる｡

以上のように､生産性の向上･流通インフラの整備がなされれば換金作物の導入が

可能となり､これに付随して農産加工という新たな事業が興される｡農村部での問題

の1つに｢女性の重労働｣や｢若年層の都市部への流出｣があるが､農産加工等の新

たな事業が始まれば､新たな雇用が生まれ､女性の重労働からの解放､若年層の農村

部への定着が期待できる｡

そこで､ネパール国の丘陵地域の農業開発のモデルケースとして､生産性向上のた

めの小規模かんがい事業を行うとともに､流通のための農道整備､換金作物の導入等

を含めた農村開発計画の策定を提案するものである｡

1. 4.計画地区の概況

1. 4. 1.位置および面積

計画地区であるシンズリ郡は中央開発地域(central Development Region)､ジャナ

カブール管区(Janakpur Zone)に位置し､首都カトマンズから南東へ直線距離で約

100kmにあるが､道路事情が悪いためにカトマンズから郡の中心のシンズリバザー

ルまでの移動時間は車で8時間を要する｡現在､日本国の無償援助にてテライ平野(パ

ルディバス)からシンズリバザールを経てカトマンズに至る全長160kmの国道建設

が行われている｡これが完成すれば､カトマンズまでの所要時間は約半分の4時間程

度に短縮され､新たな物流道路として期待されている｡

郡内を流下する大きな河川は､カマラ川､マリンコラ川がある｡

シンズリ郡の全面積は､ 2,477km2であり､耕地面積は全面積の15.9%の39,485

ヘクタールである｡

1. 4. 2.人口

シンズリ郡の人口は､ 1991年国勢調査結果によると223,900人である｡

l.p4. 3.気象

この地区はモンスーン気候であり､ 5月から9月までは月平均降雨量が100mmを

越す雨期であり､ 1 0月以降4月までは月平均降雨量50mm以下の乾期である｡年

間降雨量は1,000-1,500mm程度であり､ 5月から9月に年間雨量のほとんどが集

中する｡
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1. 4. 4.計画地域の現況

この地域の農業形態としては､稲作11,510ba､メイズ23,330ba､小麦5.680ba､

雑穀10,000ba､大麦220baを営農しており,かんがい設備としては土水路による河

川水の取水･配水を試みている地区もあるが､構造物は貧弱であり河川出水時には

度々破壊され､安定的なかんがい設備とは言い難く､主に天水に頼る不安定な農法を

行っている｡

農業生産性を向上させ､農民が安定した収入を得て貧困から脱出し､国全体の経済

を発展させるためには､革村開発の観点から基本的に整備されるべき下記の問題の解
決が必要となる｡

①水源の開発(小規模ダム､ため池､頭首工等)

②かんがい設備(用水路､排水路等)の整備

③農道の整備(シンズリ国道との連絡)

④女性の地位向上のための新たな取り組み(養蚕等)

⑤農地および土壌保全への取り組み

⑥森林破壊の防止

⑦かんがいシステム､土地利用計画､農産加工､作付け計画等の導入に対す

る取り組み

⑧設備運用および維持管理を行う農民組織の確立

以上のような現状把握を踏まえて､計画地区における農業生産向上､農村住民の生

活向上を目指した小規模かんがい事業への取り組みを提案するものである｡

2.調査計画の内容

上述したように､ネパール国の経済開発計画に基づき､農業生産性の向上により地

域経済の発展に寄与し､域内食料需要増に対応するという目標を達成するため､全郡

レベルでの農業に関する実態調査を行い､地域農業が直面している諸課題とその解決

の方策を練るとともに､小規模かんがい事業を導入した場合に各地区が有する農業開

発ポテンシャルを調査して､農業生産性の向上および丘陵地域農村住民の生活の質を

向上させるための多角的な解決策を検討する｡

2. 1.調査の目的

シンズリ都全域の営農の実態を正確に把握し､
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①農業生産性向上の観点から､小規模かんがい事業(水源開発､かんがいシス

テム､農道､土地利用計画､農村インフラ整備等を含む)の有効性を考察す

る｡

②DO l職員に対して､調査期間中に技術移転を行う｡

2. 2.調査の内容

調査は大きくは2段階に分けて行う｡第1段階においてはシンズリ郡全域を対象と

したマスタープランを作成し､各村落の現況を把握するため下記の作業を実施する｡

①各村落の現況とポテンシャルを把握するために､以下について調査する｡

･水源

･かんがいシステム

･農業､畜産､園芸

･農村インフラ

･土地利用

･土壌､森林保護

･農産物加エ

･生活､環境

②各村落に対する事業計画を立てる｡

③事業計画として優先度の高い地区を選定する｡

上記マスタープランを経て､優先地区についてフィージビリティ調査を実施する｡

その内容は､以下の通りである｡

①追加データおよび情報収集

②事業規模の概定

③構造物のレイアウト及び設計

④事業のエ事工程の作成

⑥経済的､財政的な可能性評価

3.総合所見

第8次経済開発計画の3本柱である､ ①持続可能な経済成長､ ②貧困の軽減､ ③地

域間の格差是正､を推進するためにはネパール国の中心的産業である農業の底上げが

急務である｡過去に実施された大規模かんがい事業は､主にテライ平野地域を対象に

Ⅰ･8



した事業であったため､丘陵地域･山岳地域は同国の中でも取り残された地域であり､

天水にたよる不安定な営農を続けており､貧困を強いられているのが現状である｡こ

の地域の発展を進めることなくしてネパール国の健全な発展が望めないことは言う

までもない｡丘陵地域の営農状況から判断すると､農業生産性の向上､農民所得の向

上を実現するためには､単位面積当たりの収量を増加する必要があり､かんがいシス

テムを整備し､気象の影響を受けにくい安定した農業を実現することが必要である｡

丘陵地という地形上の特徴を考慮すれば､ため池等の小規模かんがい設備を数多く設

けることが有効である｡

このことから､我が国の水源開発､かんがいシステム､維持管理等の技術が､ネパ

ール国政府の経済開発計画を支援する力強い技術援助となるものと判断する｡また､
換金作物の導入や流通のためのインフラ整備等も必要であり､総合的な農村開発の経

験が豊かな我が国の技術が貢献できる援助案件であると判断するものである｡
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図-3 水資源省組織図
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Figure一 丁entativeWorking s【heduleforthe Study
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表-1一般気象(気温)

4･8 Mean Temperature by Months for Station, 1985 to 1996

Janakpur

Lat-Long
,

EIevation

260 43'_ 850 58- 90 meters

Mean tem erature in
Oc.

Yoar Jan

-
Feb Mar Apr May June July

- ･
Aug Sep Oct Nov Dec

Max Mh Max Min Max Min Max Min Max Min Max Min Max Min Max Min Max､ Min Max M舌n Max Min Max Min

1985 23･6 910 26･0 9･8 33･1 16･1 36･3 21･5 34･3 23･7 34･2 23･9 31･5 2315 32.8 24.7 31.4 23.2 30.5 20.4 28.3 13.6 25.2 9.8

1986 2314 7･5 25･4 10･7 32･3 14･9 34･4 20･4 3311 21･8 3519 26･5 32･8 2613 33･4 26･6 31.9 24.8 30.4 20.7 29,4 16.5 25.1 ll.7

1987 23･0 1O･7 27･2 1019 30･1 1612 34･4 20･1 35･9 22･9 3419 21･5 31･4 21･1 31･6 24.5 31.8 25.6 30.8 22.6 29.5 16.3 26.2 ll.9

1988 24･3 9･7 26･9 1218 3011 1614 34･1-2012 34･2 2415 33･6 25･6 32･4 26･2 31･5 25･9 32.9 25.8 32.4 22.2 30.6 15.1 26.( 12.1

1989 22･4 8･4 25･2 9･6 3D･6 14･6 36･61 17･4 3510 23･3 33･9 25･8 31･5 2513 32･5 26,1 31.5. 25.2 32.5 22.7 28.6 15.3 24.2 9.9

1990 22･7 1C14 25･1 12･1 29･0 1510 33･1 20･0 33･4 24･1 34･0 26･2 3118 26･1 33.2 26.5 31.7 2S.4 30.8 20.9 30.6 15.2 26.3･10.5

1991 2216 9･1 26･8･1118 3118 16･1 34･5 20･2 35･1 24･6 33･4 2515 32･7 2615 32･6 26･7 3210 25.6 32.1 21.7 28.6 13.5 25.O 10.4

1992 22･9 9･0 23･9 9･8 3210 15･1 36･9 21･0 33･8 23･0 34･8 2610 33･1 26･2 3311 26･5 33.2 25.7 31.6 22.0 29.7 25.3 24.7 10.8

1993 20･5 9･1 27･0 12･9 29･9 13･5 33･6 1817 33･9 23･3 34･0 25･5 33,3 26･4 3114 26･2 32･1 25.3 32.5 21.8 29.7 16.5 27.2 10.8

1994 24･0 10･7 24･7 11･7 30･8 16･8 35･5 20･4 36･5 24･8 35･3 26･8 3411 27･0 33･2 26･7 32.7 25.5 31.4 20.7 29.6 14.9 25.9 10.1

1995* 22･4 8･6 25･3 11･5 30･4 15･3 3613 20･0 38･6 27･3 32･6 2618 32･5 26･8 32･4 26･9 31.6 25.7 32,6 22.4 29.1 163 24.7 ll.4

1996+ 2210 10･0 26･0 12･0 32･0 17･0 36･0 20･0 36･0 2510 3410 26･0 32･0 26･0 32･0 26･0 32.0 25.0 32.1o 22.0 30.0 15.0 27.0 10.0

Note: N.A - Not avaJ't2ble.
●

Preliminary.

Source: DeparbT)ent Of Hydrology and Meteorology.



表-2 一般気象(雨量)
4･22 Annual RainfafJ by Stations, 1987 to 1996

(lnmm)

Station

Taplejung
.

川an

B iratnag ar

Dharan

Dhankuta

Bhojpur

Okhaldhunga

Jiri

Kathmandu

Hetauda

Gorkha

Pokhara

Tansen

B hairaha-wa

Dang

NepalganJ

Surkhet

Dailekh

Dhan9adhi

DipayaI

1987 1988

2252 1 897 2132

2548 1642 21 12

2571 1 971 2665

3038

1103 1228

1271 1415

1733 2047

2059 1408

1395

2481

1684

3918

1387

ー

ー

-

-

ー

ー

CO

6

2

CO

O

7

9

4

4

6

2

2

8

5

4

9

5

3

833

2298 2515

1441 1132

2232 2176

1140 1976

4032 4070

1772

1990 1991

2436 2082

1938 1800

2354 1 465

1 154 9ア9

1157

1804 1719

1 364 1090

2161 2162

1992 1993

1497 1752

6

9

4

0

ー

0

4

4

7

L一l

r
i山i

i

814 903

988 1159

1486
･
2063

1024 1437

2302

1536 1068
,

lO93 1306

2768 1 846 1871 2424

1798 1368

3620 3516

2130 2024 1834

1887 1714

1909 1510

1914 1539

1861 1432

1658 1824

1022 986

6

4

9

っん

6

2

4

5

9

LI

Ll
n
i
i

6

3

3

0

4

3

2

2

ー

ー

ー

ー

ー

1

5

9

1

3

3

8

ー

0

5

0

3

o95

1836

1353 1275

■

Preliminary

Source: ClimatologICal reco-rds of Nepal, Depanment of HydroJogy and Meteorology.
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義- 3 Area and Population

SindhuliDis. KamalamaiCity

Area(ha) 247,700

Population total 223,900 24,368

male 12,399

female ll,969

Households 4,469

AVe.HouseholdSize 5.5

義- 4
.Agricultural

Production(Sindbuli district)

Crops CultiVatedArea(ha) Production(ton)
Rice ll,510 25,110

Wheat 5,680 8,800

Maize 23,330 41,520

Miliet 10,000 ll,000

Barley 220 200
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ネパール西部地域貧困農民に対する支援計画

1.事業の背景

1. 1.国家の政策

ネパール王国は典型的な農業国であり,人口1,849万人(1991センサス)の90%

が農民およびその家族であり､ GDPの約4割を農業生産が占めている｡ネパール政

府は第8次国家経済開発計画(1992-1997)においても､農業政策を最重点項目と
する基本戦略を掲げ､国家開発投資配分計画額の20%余りを投入して､農業生産性

の年率3.7%増を図っている｡この農業部門の成長によって実質GDPの成長率を年

率5.1%とする目標を定めている｡

民間を含む総投資額の配分

(総額1.703億ルピー)

農業

金融･不動産

電気･ガス･水道

輸送･通信

25.8% 製造業･鉱業

19.5% 社会事業

16.2% 観光

15.3% 建設

この国家経済開発計画の主要目標は下記の3点に集約される｡

一持続的経済成長

一貧困の軽減

一地域的格差の是正

8.8%

7.6%

3.8%

3.0%

さらに､この計画では投資を優先的に配分すべき分野として下記の1 0項目が挙げ

られている｡

①専業の集約化･多様化

②農村インフラ整備

⑧雇用の創出･人的資源の開発

④人口増加の抑制

⑤エネルギー開発

⑥エ業･観光業振興

⑦卓出振興･多様化

⑧マクロ経済均衡

⑨行政改革
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⑩事業管理評価体制の強化

この中においても農業に係わる投資と政策的優先度が一体的に実施されようとし

ていることが解る｡

1. 2.農業の概要

I. 2. 1.農業の地位

地下鉱物資源に恵まれなく､周囲をインド･中国に接している内陸国のネパールに

おいては､ヒマラヤ観光を中心とする観光産業を除いて農業以外に見るべき頼るべき

産業は今の所ない｡

1991年現在､国民の81%が農業に従事し､国民の90%が農村部に居住している｡

国民総生産に占める農業の割合は､ 1981年には61%であったものが次第に低下傾向

にあっても尚､ 1994年で42%を占めている｡

輪出入に占める農産物の割合を見ると､ 1994年現在で卓出額の10.7% (1,631.4

百万ルピー)､全輸入額の11.9% (5,149.3百万ルピー)となっており､農業国であり

ながらも農産物の輸入額が輸出額に対し2倍近くあることが注目される｡

1. 2. 2.農業の構造

ネパールの国土面積は､日本の本州の約8割の大きさの141,181平方キロメートル

で､東西に約885キロメートル､南北の幅は約200キロメートルであり､東西に細

長い国である｡土地利用状況は､もっとも多いのは森林で､次いで耕地､放牧地の順

となっている｡耕地面積は265万3,300ヘクタールで全土の18%を占めている｡ネ

パールは､気候､地形､標高などにより､山岳､丘陵､テライ平野の3つの生態的地

帯に大別される｡農業生産にっては､丘陵とテライ平野の両地帯において行われ､山

岳地帯は自給程度の食料生産と家畜の放牧地として土地が利用されている状況にあ

る｡

1. 2. 3.経営規模

1991年の農業センサスでは､農家戸数は約274万戸であり全体の約半数は丘陵地

帯に居住している｡最近は山岳地帯から丘陵地帯､テライ平野への移住者が増加傾向

にある｡全農家の70%は1.0ヘクタール以下の小規模経営で､農家一戸当たりの所有

面積の平均はo.95ヘクタールであるが､全体の89.1%が2.0ヘクタール以下となっ
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ている｡

1. 2. 4.かんがい施設

かんがい施設のある耕地面積は､ 1991年現在で883千ヘクタールであり､耕地面

積の約3分の1にあたる｡かんがい施設のうち､約77%が水路による表流水かんが

いであり､約11%が井戸水かんがいである｡しかしながら､表流水かんがい面積682

千ヘクタールのうち年間かんがいが可能であるのは246千ヘクタールでありかんが

い可能面積の36%にすぎない｡

一方､ 1995年に国家計画委員会から発表されたA
P P(Agriculture Perspective

Plan)によると.かんがい開発に関しては詳細な情報､データが正確には未だ明ら

かにされていないとしつつも､次のように言及している｡

a.全国で､かんがい可能面積は220万ヘクタールと見積もられ､これはテ

ライ平野地帯の全耕地の9 0%､丘陵､山岳地帯の各々30%､ 26%がか

んがい可能とされている｡

b.このうち､開発された施設がカバーする面積は110万ヘクタールである

が､実際のかんがい面積はこれの70%であり､このうちの38%が通年か

んがい可能となっている｡ (このデータは､前述した内容とほぼ一致す

る｡ )

c.表流水によるかんがい面積は92万ヘクタールであり､このうちの26%
が水資源省かんがい局が管理する施設である｡テライ平野地帯における

地下水かんがい面積は約17万ヘクタールで､このうち75%が農民の管

理する浅井戸である｡なお､深井戸はかんがい局管理となっている｡ 1993

年までに400の深井戸､ 37,000の浅井戸がテライ平野地帯で設置された

と報告されている｡

1. 2. 5.農業政策

現在､ネパールでは第8次経済開発計画を指針として政策が行われている｡計画の

3本柱は､ ①持続可能な経済成長､ ②貧困の軽減､ ③地域間の格差是正､となってお

り､農業国ネパールにとっては､いずれも農業部門を無視しては達成されない目標で

ある｡

第7次計画までの農業政策の重点は､どちらかと言えば､伝統的主穀生産増強政策

であった｡第8次計画においては､これと異なり､農業生崖の多様化と土地利用の高

度化を目指している｡即ち､農業を自給自足的段階から徐々に交換経済に移行させ､

これにより農民所得を向上させ､食料安全保障の問題に対しても主穀の国内流通が商

業的に成立しえる体制を作ることにより解決しようとしている｡第8次計画の主要施
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策目標は次の5点である｡

①地勢的特性に基づいた農業生産の向上により､国民経済に寄与すること｡

②農業生産､生産性の増大･強化により､､国内食料需要に対応すること｡

③農産工業の発展に対応した原料供給を可能ならしめるよう､原材料生産､

生産性の増大･強化を行うこと｡

④小農､限界点に対し雇用機会を創出すること｡

⑤農業開発と環境保護との間に平衡を保つこと｡

以上のように農業分野においてもできるだけ経済原則に添った政策をとろうとし

ており､生産､流通場面への政府の介入を次第に減少させようとしている｡

1. 2. 6.農業所得

賃金に関しての統計資料が整備されていないので他産業との比較はしにくいが､生

産者米価が1 0円程度と非常に低く押さえられていることから､農業生産者の農業所

得は低いものとなっている｡例えば､農家1戸当たりの平均所有耕地面積をo.95ヘ

クタール(耕地面積-水田面積とする｡ )とし､米の平均単収を2.0 t/baとする

と､農家1戸当たりの年平均祖収入は2,000kgX 1 O円×0.95ba-19,000円(9,500

ルピー)となるが､カトマンズでの平均的公務員の月給4,000ルピー程度と比較して

も､相当低収入であり､農家のかなりの数が小作農であることや､ネパール農業が気

候の変動に大きく影響を受けることを考えると､一般的な農家は貧しい生活を余儀な

くされていることは容易に想像がつく｡

1. 2. 7.流通制度

カトマンズを中心とする首都圏すなわちカトマンズ盆地は､基本的に世界市場に組

み込まれており､住民をはじめ観光客等の需要に対して必要な物資､サービスを供給

する施設が整っている｡しかし､首都圏の人口はネパールの総人口の1 0 %に充たず､

国土全体への輪入物資の供給の基地としての機能も､またネパール産品の輸出のため

の集荷基地としての機能も十分に備えていない｡さらに､周辺地域の産品を首都圏に

有効に供給するシステムも未整備であり､むしろ外国からの輸入に頼る傾向が強まっ

ている｡その原困の第1は､道路をはじめとする社会インフラ整備の遅れにある｡

一方､全人口の4 5%強が居住するテライ平野地域は､経済的には北インドと密接

に結びついており､物流もインドとの間で双方向的にみられるが､一般にはエ薫製晶､

農産加工製品等がインド側から流入し､農産物がネパールから流出する傾向が強い｡

テライ平野地域は輸送網が比較的整備されているので､物流はインドとの流通と共に､

域内流通も盛んである｡

これに対して､全人口の4 5%前後が居住する山地では､流通の制度は著しく未整
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備である｡小規模な商店や市はみられるが､輸出のための集荷機能は未発達で域内流

通にとどまっており､物流はほとんど南(テライ平野)から北(山地)へ一方的に流

れているのが現状である｡

こういった物流停滞の原因としては､革礎的インフラの未整備の他に､山地村落で
有望な商品的崖品の開発が不十分であること､有能な交易の担い手が存在しないこと

等が挙げられる｡このような､現状を打破するためには､地域の総合的な開発の拠点

形成が必要であり､そこを中心として域内交易の活発化を図るとともに､域外､とり

わけ南方の市場を対象として､山地の特性を生かした産品の開発とその集荷･流通シ

ステムの整備を行うことが必要である｡

1. 3.事業の背景

ネパール国は典型的な農業国であり､総人口の9 0 %が農民およびその家族であ

り. GDPの約4割を農業生産が占めている｡全農家の7 0%は1.0ヘクタール以下

の小規模経営であり､自給自足的な貧困生活を強いられているのが現状である｡地域

別にみると､耕地面積はテライ平野が全耕地面積の41%､丘陵地域が50%､山岳地

域が9 %であり.丘陵･山岳地域のほとんどの農民が貧しい生活を余儀なくされてい

ると考えられる｡耕地かんがい率をみると､テライ平野で耕地面積の43%､丘陵地

域で24%となっており､丘陵地域の農業は天水による不安定な農業を行っているこ

とがわかる｡

ネパール国は農業政策を最重点項日とする経済開発計画を掲げ､持続的経済成長､

貧困の軽減､地域的格差の是正を目指している｡これを実現するためには､全耕地面

積の1 /2以上を占めているにもかかわらず､気象に左右される不安定な農業を行っ

ている丘陵･山岳地域の発展を進めることが重要である｡

本事業の計画地区である′てルパ郡は,テライ平野から約20km程度北方の丘陵地域

に位置している｡ (図-1参照)

現地調査の結果､農地のかんがい率は丘陵地域の全国平均24%よりも低いと推察

され､主に天水に頼る不安定な営農を強いられており､農民の貧困の原田となってい

る｡この状況を改善するためには､丘陵地であるという地形的特召削こ配慮して,渓流

取水設備やため池等によるかんがいシステムを導入し､かんがい面積を増やしてゆく

ことが必要であると同時に､土地利用計画､かんがいシステムの維持管理や営農指導

等の教育も必要である｡また､ドライヤード､精米所､製粉所､倉庫等の設備も未整

備であり､農業生産性向上のためには総合的な整備が必要となる｡次の段階として､

流通のための農道整備を行う必要がある｡現状の道路状況は非常に悪く､最寄りの国

道までのアクセス農道を整備すれば域外のマーケットに大量に出荷する事も可能と

なり､換金作物の導入や畜産等の新しい試みが可能となる｡これに付随して､農産加

エという新たな事業が興される｡農村部での問題の一つに｢女性の重労働｣や｢若年
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層の都市部への流出｣があるが､農産加工等の新たな事業が始まれば､新たな雇用が

生まれ､女性の重労働からの解放､若年層の農村部への定着が期待できる｡

そこで､ネパール国の貧困地域農業開発のモデルケースとして､生産性向上のため

のかんがいシステム､流通のための農道整備､換金作物の導入等を含めた丘陵地域農

村開発計画の策定を提案するものである｡

1. 4.計画地区の概況

1. 4. 1.位置および面積

計画地区である′てルパ郡は西部開発地域(western Development Region)､ルンビ

ニ管区仏umbimiZone)に位置し､首都カトマンズから西へ直線距離で約180kmにあ

る｡

′てルパ郡の全面積は､ 1,366km2であり､耕地面積は全面積の26.8%の36,587ヘ

クタールである｡

1. 4. 2.人口

/てルパ郡の人口は､ 1991年国勢調査結果によると236,300人である｡

1. 4. 3.気象

この地区はモンスーン気候であり､ 6月から8月までは月平均降雨量が100mmを

越す雨期であり､ 9月以降5月までは月平均降雨量50mm以下の乾期である｡年間

降雨量は1,500mm程度であり､ 6月から8月に年間雨量のほとんどが集中する｡

1. 4. 4.計画地域の現況

この地域の農業形態としては､稲作8,620ba､メイズ20,200ba､小麦7,580ba､

雑穀3,030ba､大麦290baを営農しており､主に天水に頼る不安定な農法を行ってい

る｡

農業生産を向上させ､農民が安定した収入を得て貧困から脱出し､国全体の経済を

発展させるためには､農村開発の観点から基本的に整備されるべき下記の問題の解決

が必要となる｡

①水源の開発(小規模ダム､ため池､頭首工等)

②かんがい設備(用水路､排水路等)の斐備

ⅠⅠ-6



③農道の整備(国道との連絡)

④女性の地位向上のための新たな取り組み(養蚕等)

⑤農地および土壌保全への取り組み

⑥森林破壊の防止

⑦かんがいシステム､土地利用計画､農産加エ､作付け計画等の導入に対す

る取り組み

⑧設備運用および維持管理を行う農民組織の確立

以上のような現状把握を踏まえて､計画地区における貧困農民に対する支援計画へ

の取り組みを提案するものである｡

2.調査計画の内容

上述したように､農民の貧困からの脱却を支援するために､全郡レベルでの農業に

関する実態調査を行い､地域農業が直面している諸課題とその解決の方策を練るとと

もに､各地区が有する農業開発ポテンシャルを調査して､農業生産の向上および丘陵

地域農村住民の貧困を軽減するための多角的な解決策を検討する｡

2. 1.調査の目的

パルパ郡全域の営農の実態を正確に把握し､

①農業生産性向上の観点から､水源開発､かんがいシステム､農道､土地利用

計画､農村インフラ整備等の有効性を考察する｡

②MPA職員に対して､調査期間中に技術移転を行う｡

2. 2.調査の内容

調査は大きくは2段階に分けて行う｡第l段階においては/てルパ郡全域を対象とし

たマスタープランを作成し､各村落の現況を把握するため下記の作業を実施する｡

①各村落の現況とポテンシャルを把握するために.以下について調査する｡

･水源

･かんがいシステム

･農業､畜産､園芸

･農村インフラ

･土地利用

･土壌､森林保護
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･農産物加エ

･生活､環境

②各村落に対する事業計画を立てる｡

(参事業計画として優先度の高い地区を選定する｡

上記マスタープランを経て､優先地区についてフィージビリティ調査を実施する｡

その内容は､以下の通りである｡

①追加データおよび情報収集

(参事業規模の概定

③構造物のレイアウト及び設計

④事業の工事工程の作成

⑥経済的､財政的な可能性評価

3.総合所見

ネパール国が目指す､ ｢貧困の軽減｣ ､ ｢地域間の格差是正｣を進めるためには､

丘陵地域･山岳地域の農業の底上げが急務である｡過去に実施された大規模かんがい

事業は､主にテライ平野地域を対象とした事業であったため､丘陵地域･山岳地域は

同国の中でも取り残された地域であり､天水に頼る不安定な営農を続けており､貧困

を強いられているのが現状である｡この地域の発展を進めるためには､かんがいシス

テムを整備して､気象の影響を受け(='<い安定した農業を実現し､単位面積当たL)の

収量を増加させる事から始まり､土地利用計画､かんがいシステムの維持管理や営農

指導等の教育が必要であり､ドライヤード､精米所､製粉所や倉庫等の設備の充実も

必要である｡次のステップとして､流通のための農道整備を行えば､換金作物の導入

や畜産等の新しい試みが可能となる｡これに付随して､農産加工という新しい産業が

興され､新たな雇用が生まれることにより､農村部で社会問題となっている｢女性の

重労働｣や｢若年層の都市部への流出｣の解決が期待できる｡

このように､ネパール国の国策である｢貧困の軽減｣ ､ ｢地域間の格差是正｣を進

めるためには､総合的な農村開発計画を策定する必要があり､この方面に経験が豊か

な我が国の技術が貢献できる援助案件であると判断するものである｡
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Figure-･ Tentative Working s(heduleforthe Study
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図-2 概略調査スケジュール



図-3 調査地区の気象(雨量)

図-4 調査地区の気象(気温)
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表- 1 Agricultural Production(Palpa District)

Crops CultiVatedArea

ba

Production

ton

Rice 8,615 19,812

甘heat 7,576 ll,520

Maize 20,200 32,918

Millet 3,031 3,173

Barley 287 268

Citrus 422 2,367

EyerGreenFruits 441 2,983

VinterFruits 214 1,366

Vegetables 467 4,670

Potato 610 5,368

Coffee 107 15

Ginger 1,200 ll,760

義- 2 Land Use(Palpa District)

Area

ha %

GrossArea 136,595 100

AgriculturalLand 57,172 41.9

PastureLand 6,998 5.1

Forest 71,170 52.1

Others 1,253 0.9

ⅠⅠ･12



表-3 Area and Population

PalpaDis. Tansencity

AⅠ.ea(ha) 136,600

Population total 236,300 13,599

male 6,995

female 6,604

Households 2,699

AVe.HouseholdSize 5

ⅠⅠ･13
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1.調査団貞

2.調査日程

3.関係官庁面会者

4.現場写真集

l

1

3

●

-

■

一‖

‖‖

=

:

:

Ⅰ

=

一‖

=



1.調査団鼻

下地 富治

水小田英俊

(秩)三祐コンサルタンツ 技術管理部 部長

同上 技術第1部 主幹

2.調査日程(平成9年9月･28日-10月1 1日)

月 日 調 査 行 程

9月2 8日(日) 日本発､カトマンス●着(RA412)

水資源省JICA専門家と打ち合わせ

2 9日(月) 水資源省Mr.A町al局長 表敬訪問

農業省Mr.thapaliya次官補 表敬訪問

FAO SPINアロシ◆ェクト

チームリーダーMr.Matbema氏 表敬訪問

在カトマンス●日本国大使銀

柳瀬大便 表敬訪問

3 0日(火) カトマンス●発､未●カラ着(NAIO3)
ホ○カラ発､サンシ◆†着(車にて)

サンシ●†郡 Agricultural Office訪問

サンシ◆†地区SPINアロシ◆ェクトサイト現地調査

サンシ●†発､^oh^○着(車にて)

1 0月1日(水) ∧oh^○郡 Agricultural Office 訪問

要請地区 現地調査

2日(木)

3日(金)

4日(土)

5日(日)

6日(月)

∧○加l'発､ホ○カラ着(車にて)

禾○カラ発､カトマンス◆着(NA122)

カトマンス◆発､∧◆hテ◆ィ∧◆ス着(車にて)

シンス◆り郡District Office 訪問

要請地区 現地調査

∧●hテ●ィ∧●ス発､カトマンス◆着(車にて)

調査報告書･要請書原案作成

同上

ⅠⅠⅠ.1

宿泊地

カトマンス◆

カトマンス●

タンセン

カトマンス●

∧◆ルテ●ィ∧●ス

∧●ルテ●ィ八●ス

カトマンス●

カトマンス●

カトマンス◆



月 日 調 査 行 程

7日(火) 農業省Mr.tbapaliya次官補に

現地調査結果報告･要請書案提出

水資源省Mr.Sharma副局長に

8日(水)

9日(木)

10日(金)

1 1日(土)

現地調査結果報告･要請書案提出

在カトマンス●日本国大使館中屋書記官に

現地調査結果報告･要請書案提出

JICA事務所に現地調査結果報告

カトマンス●近傍補足調査

JICA派遣専門家と打ち合わせ

カトマンス◆発､∧●ンコック着(TG312)

∧◆ンコック発､香港着(TG612)

香港発､日本着(JL706)

ⅠⅠⅠ-2
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3.関係官庁面会者

ネパール国

Mimist柵atio山DOI) Head Office

1. Mr. Arya1

2. Mr. S. P. Sharna

Mimistrvof Agriculture (MOA)

1. Mr. I. N.Ti1aPaliya

2. hb. R. K Adhikari

3. Mr.T.B.Ban

Director General

Deputy Director Genaral

Joint Secretary

Planning Division, Section Officer

Agri. Economist

Food

l･ Mr･ S･ B･ Matbema Team Leader, SPIN
prqject

SvanどaL District Agriculture Develol)血ent Office

1. Mr. E. B. Sbrestba

2. Mr. S. Devkota

3. Mr. T. Panta

4. Mr. R.M. Soti

Sindhuli District Office

1. Mr. R. K. Dhungel

Sindhuli District lrrigation Office

l. Mr. M. Yadav

日本国大使館

1.柳瀬 友彦

2.中屋 俊満

JICAネパール事務所

1.安藤 久男

2.千葉 八洋

3.内田 淳

0 fficer

Agri. Economist

Civil Engineer

Asst. 0氏cer

Chief District Office

Civil Engineer

特命全権大使

2等書記官

派遣専門家(トリプバン大学)

派遣専門家(水資源省かんがい局)

副所長

ⅠⅠⅠ･3



4.現場写真集

ⅠⅠⅠ.4
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堆砂や崩壊により十分に機能をしていない用水路

シンズリ国壇（日本国無償援助）の建設状況

‡V° 6



2．ネパール西部地域貧困農民に対する支援計画

調査地区(バルルパ郡）での営農状況の聴取

整傭不良の村落進路

lIIｰ7



調査地区（パルパ郡）の営農風景

天水に頼り、作業効率の悪い千枚田

Ⅲｰ8



サンジヤ部のSPINプロジェクトサイト（FAO実施）での営農状況の聴取

SPINプロジェクトサイトの取水設備
（蛇篭によりせき上げを行っている）

Ⅲｰ9



SPINプロジェクトサイトでの支線水路
・（セメントは国が支給し、施工は農民が行っている）

SPINプロジェクトサイトの営農風景

Ⅲｰ10
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